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Indices of representing destructive power of strong ground motions to estimate damage to buildings were investigated using strong ground 

motions recorded in the 1999 Chi-Chi, Taiwan Earthquake and the results of damage investigation. Correleration between indices of representing 

destructive power of strong ground motions and three buildling damage ratio index were examined. Damage to buildings cannot be estimated 

sufficiently by indices of representing destructive power of strong ground motions such as peak ground acceleration, peak ground velocity, 

spectrum intensity and JMA seismic intensity. The elastic response around 0.8-1.2 sec which can estimate damage to buildings more adequately 

was proposed. 
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１．はじめに  

1999年9月21日に発生したローカルマグニチュード7.3、表面波マグニチ

ュード 7.7の台湾集集地震は、甚大な人的被害、構造物被害をもたらした。

2500人以上の方々が亡くなり、5万棟以上の建物が全壊した1)。その一方で

は、広範囲に渡り強震記録が数多く観測され 2)、その多くは鉄筋コンクリー

ト（以下RC）造学校建物から数mあるいは数10m離れた自由地表面で記録

されており、被害の大きさ、記録された地震動の性質も様 で々、建物被害と

地震動の性質の関係を検討するための非常に有用かつ貴重な資料が提供され

た。 

1995年兵庫県南部地震の例を見れば明らかなように、地震災害を少しでも

軽減するには、地震直後に被害状況を迅速かつ正確に予測し、すばやい対応

をすることが重要で、そのためには建物被害率を迅速かつ正確に予測する地

震動の破壊力指標が必要となる。 

建物被害と地震動の性質の関係の検討は、建物被害率と地動最大加速度、

地動最大速度、震度などの地震動の破壊力指標の関係を検討したものに限定

しても、古くは大森3)、物部4)によるそれぞれ1891年濃尾地震、1923年関東

大震災における木造建物の全壊率と墓石の転倒による推定加速度の関係の検

討にまで遡り、それ以降例えば宮野5)、岡田・鏡味6)によるものなど、現在に

至るまで様々な被害関数が提案されてきた 7)。最近のものでは、林・宮腰ら
8)9)10)、長谷川・翠川ら11)、村尾・山崎12)による1995年兵庫県南部地震を対象

とした検討が記憶に新しい。これらは実際の建物被害の調査結果を緻密に分

析し、大きな成果をあげてきたが、被害を受けた地域で数多くの強震記録が

得られることがなかったため、震度、地動最大加速度、地動最大速度などの

地震動の破壊力の指標に、解析による推定値あるいは、推定地震動によるも

のを用いざるを得なかった。 

実際の強震記録を用いた検討も様々なものがなされてきた。最大地震応答

と地震動の破壊力指標の関係を検討したものには、長橋・小林 13)、関・西川
14)15)によるものなどがあり、加藤・秋山 16)は、入力エネルギーに着目した検

討を行い、桑村17)は地震動の継続時間を考慮に入れた指標、鈴木・浅野18)は、

累積塑性応答スペクトルの積分値を提案している。筆者の１人19)も瞬間入力

エネルギーに着目した検討を行っている。しかし、これらは実際の地震によ

る建物群の被害というよりは、弾塑性地震応答の推定を目的としている。 

以上のようにこれまでは、建物被害と地震動の破壊力指標のどちらかに解

析による推定値を用いており、建物被害と地震動の破壊力指標の双方に実際

のものを用いて建物被害を予測する地震動の破壊力指標の検討を行うことは

できなかったのが実状である。 

筆者の１人も大きな地動最大加速度を記録しながら建物被害が小さかった

1962年広尾沖地震、1993年釧路沖地震、1993年 8月8日の北海道南西沖地

震の最大余震（乙部町において地動最大加速度1.6gを記録20））、あるいは1994

年ノースリッジ地震、1995年兵庫県南部地震を対象として、地震動の性質と
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建物被害の関係について検討を行ってきたが21)～24)、１つの地震で得られた強

震記録の数には限りがあり、また異なる国で得られた強震記録は、建物の性

質も異なるなど、建物被害を単純に比較することは難しく、定量的な結論を

得るには至らなかった。 

近年、その強震観測網の整備により、特に1994年ノースリッジ地震以降、

国内外で数多くの強震記録が得られるようにはなってきたが、建物被害と地

震動の破壊力指標の双方に実際のものを用いて建物被害率と地震動の破壊力

指標の関係を定量的に検討するには、強震観測点の周辺に多くの建物が存在

し、かつ、その被害の大きさが甚大なものから軽微なものまで多岐に渡り、

得られた強震記録も様々な性質をもっていることも必要で、これらの条件を

全て満たしたものはなかった。 

1999 年台湾集集地震は、被害を受けた地域で数多くの強震記録が得られ、

観測点周辺には、RC 建物が数多く存在し、建物被害と地震動の双方で、実

際のデータが得られた。被害の大きさ、記録された地震動の性質も様々で、

建物被害率と地震動の破壊力指標の関係を建物被害と地震動の双方で実際の

データを用いて定量的に検討することのできる初めてのケースと言える。 

地震災害軽減の観点から、建物被害率を迅速かつ正確に予測する地震動の

破壊力指標が重要で、多くの研究が精力的に行われたきたことは先に述べた

通りで、地動最大加速度に代わって地動最大速度が地震動の破壊力指標とし

て用いられることが多くなり、1996年には震度階級の改訂が行われて計測震

度となった25)。しかしながら、2000年の新島・神津島近海を震源とする地震

と鳥取県西部地震において震度6弱あるいは6強を記録したにもかかわず、

被害はさほどでもなかった、あるいは今回の 1999 年台湾集集地震で

298cm/secもの地動最大速度を記録した地点で、甚大とは言えない被害程度で

あったなど、建物被害率を予測する地震動の破壊力指標の再検討が必要であ

ると考えられる。 

そこで本研究では、1999年台湾集集地震で得られた強震記録と調査した実

際の建物被害を用いて、人命の損失に深く関わる、大きな被害を受けた建物

の比率に対応するもの（以下建物被災度）を対象とし、これをより迅速かつ

正確に予測できる地震動の破壊力指標について検討する。 

 

２．建物被害の概要および建物被災度  

まず1999年台湾集集地震に対する、建物被害調査の概要および、地震動の

破壊力指標との対応の検討を行う建物被災度について述べる。 

被害調査は、強震観測点の敷地内にある建物（主として学校校舎、以下隣

接建物）とその周辺部について行った。調査地域は被害の大きかった台中縣、

表 1 調査地点、強震計番号および調査結果 
地域 場所 強震計 

番号 
調査建物 
（隣接建物）名称 

被害 
ランク 
周辺 
被災度 
市町村 
被災度 

車籠埔 台中縣石岡郷 068 石岡國民小学校 3,3,4,2 2.9 － 
断層の 台中縣東勢鎮 － 東勢國民小学校 0,X,X,X (3.8) － 
北端 台中縣豊原市 102 豊東國民中学校 0,0,0,3 2.1  4.5 
 台中縣台中市 052 光正國民小学校 2,0 1.4 － 
震源の 台中縣霧峰郷 065 霧峰國民小学校 0,2,0,X 3.2 26.4 
北西 南投縣草屯鎮 075 草屯國民小学校 1,1,0,0 1.8  8.3 
 南投縣草屯鎮 071 雙冬國民小学校 0,3,0 1.7  8.3 
震源の 南投縣埔里鎮 074 南光國民小学校 0,X,X,X 3.9 19.6 
北東 南投縣國姓郷 072 國姓國民小学校 3,X,0 4.0 18.0 
 南投縣魚池郷 084 日月潭気象台 4 － － 
 南投縣集集鎮 － 集集國民小学校 X,0,0 (2.8) － 
震源 南投縣中寮郷 － 中寮國民小学校 5,5,5,0 (5.0) － 
付近 南投縣水里郷 078 水里國民小学校 X,X,X,X 2.4  9.0 
 南投縣名間郷 129 新街國民小学校 1,0 1.0  3.2 
被害ランク：0:無被害、1:軽微、2:小破、3:中破、4:大破、5:崩壊、X:取り壊
し中あるいは済み。白抜きの数字は、部材断面寸法等のデータ収集を行ったこ
とを示す。周辺被災度で( )のものは強震記録がないため解析対象から除いた。 

 
図 1 調査地点の位置  

表 2 周辺被災度の定義 
５ 大破以上の被害建物が30%以上 
４ 大破以上の被害建物が10%以上30%未満 
３ 大破以上の被害建物が 3%以上10%未満 
２ 大破以上の被害建物が 3%未満、中破以上の被害建物が存在 
１ 大破以上の被害建物は見あたらないが、軽微でも被害建物が存在 
０ 被害建物は見あたらない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真1 石岡國民小学校3階建校舎南からの全景            写真2 1階北側からの近景       写真3 せん断破壊した1階柱のクローズアップ 



南投縣とし、隣接建物については、被害調査に加えて、部材断面寸法、スパ

ン、階高、配筋等のデータを収集した。調査地点の位置を図1に、調査建物、

強震計番号を表1に示す。調査地点は全部で14点で、調査した隣接建物の棟

数は33であるが、強震記録が得られて、なおかつ、部材断面寸法等のデータ

を収集できた建物は13棟である。隣接建物の被害は被害ランク26)（無被害、

軽微、小破、中破、大破、崩壊）に従って判定を行った（表 1）。 

台湾の建物はその大半がRC造であり、アメリカのUBCを参考にした耐震

規準により耐震設計されている27)。部材断面はやや細い（日本で50cm角程

度の柱が 30～40cm角程度）こと、耐震壁の代わりに煉瓦壁が用いられるこ

とが多い以外は、日本のRC造建物に近いと言える。例として、石岡國民小

学校3階建校舎の全景、近景、被害を受けた1階柱をそれぞれ写真1, 2, 3に

示す。 

建物の被害調査は隣接建物に加えてその周辺部も併せて行い、表2に従っ

て周辺被災度の判定を行った。対象範囲は隣接建物とその敷地の周辺部とし

たが、「周辺」の定義は厳密なものではない。そこで、この周辺被災度をでき

るだけ客観的なものとするため、被害調査に行った研究者を対象にアンケー

ト調査を行った。アンケートは表2にできるだけ対応するように表3のよう

に定義して行った。被害は振動によるものを対象とし、断層の直上の断層の

ずれや地盤の崩壊による被害は除外、判定は2と3の間なら 2.5という回答

も可、範囲の目安として500m四方とした。筆者らを含め延べ13人の判定結

果が得られた。アンケートに回答いただいた方々の氏名等は末尾の謝辞に記

してある。その結果（各調査地点、各周辺被災度（0.5～5.0）の回答数とその

平均および筆者らの判定値）を表4に示す。調査地点によって回答数の合計

が一致しないのは、一部の調査地点のみ回答が得られた場合があるためであ

る。多少ばらつきはあるが、平均値は筆者らの表2の定義による判定結果と

ほぼ対応するものとなった。 

ただしこの周辺被災度は、筆者らの判定は表2のような被害率に基づくも

のだが、アンケート調査は表3のように厳密な定義に基づくものではなく、

上で述べたように「周辺」の定義も明確なものではない。また、対象範囲の

設定に関しては、地震計位置の近くに狭めると地震動の同一性は増すが、対

象となる建物の数が足りずに被害が少数の例外的なものに左右される可能性

がある一方、広くすれば対象建物の数は増えるが地震動の同一性が下がって

しまうなど、一意的に決めてしまうことは難しい。そこで建物被災度を、周

辺被災度も含めてその範囲を変えて、次の 3つのものを考えた。 

(1) 隣接被災度：地震計設置敷地内にある隣接建物（主として学校校舎）の

被害ランク 26)に対応する変形角に個別の建物耐力を乗じたもの 

(2) 周辺被災度：表2あるいはそれを基に表3で定義され、地震計周辺部の

建物群（隣接建物を含む）を対象としたアンケート調査による平均値 

(3) 市町村被災度：地震計が設置してある市町村（台湾では市鎮郷）の被害

統計 1)に基づく全壊建物の比率(%) 

隣接被災度は、1 つの調査地点あたりの棟数が少ないので、個別の建物耐

力の違いによる被害の違いを無くすように建物耐力を考慮に入れた。隣接被

災度の対象となる隣接建物は、その多くが学校校舎であり、桁行方向が純フ

レーム、梁間方向が2あるいは3スパンおきに煉瓦壁がはいった壁フレーム

構造で、一教室を単位として桁行方向に均等フレームとなっている。そして

被害は、耐力の低い桁行方向における腰壁垂壁がついて短柱化した柱のせん

断破壊というケースが非常に多く、今回の調査でも被害を受けた全ての建物

がそのような被害形態であった。よって隣接被災度の対象とした隣接建物は、

部材断面寸法等のデータが得られ、かつ強震記録が公開された13棟の桁行方

向とした（表 5）。 

建物耐力（ベースシア係数）は調査した部材断面寸法、スパン、階高を基

に、柱率、壁率から簡便に算定する式(1)28)29)30)から求めた。 

　　
∑
+

=
f

wwcc

Aw
AA

C
ττ     (1) 

ここでτc：柱の終局せん断応力度(kgf/cm2)、Ａc：1階柱の断面積の合計(cm2)、

τw：壁の終局せん断応力度(kgf/cm2)、Ａw：1階壁の断面積の合計(cm2)、 

w：単位面積当たりの建物重量(kg/m2, 1000kg/m 2と仮定 31))、 

ΣＡf：1階以上の延べ床面積(m2)である。 

柱の終局せん断応力度τcは、次のような方法により建物建設年によって変

化させた。柱の終局せん断応力度τcは、RC規準32)で短期許容せん断応力度

がコンクリート設計基準強度Fc<21MPaではFc/20で与えられていることから、

Fcに比例するものとした。そして志賀による検討 28)で使われたτc= 1.2MPa

が、検討が行われた 1968年十勝沖地震以前のFc=18MPa33)に対応しているも

のとし、τc=Fc/15と仮定した。Fcは、建物の建設年によって明らかに違いが

見られたが、実測結果が得られなかったので次のような方法で求めた。まず、

1982年から 1996年の間に建てられた建物については、築後平均5年程度の

建物に対して行われたシュミットハンマー試験結果 34)を基に15.8MPaとした。

これに台湾の耐震設計基準の変遷 27)の影響を考慮し、建物建設年に応じて次

のように変化させた。 

   表 3 アンケート調査に用いた周辺被災度 
被災度 被災状況 目安となる倒壊率(%)
５ 壊滅的被害。多くの建物が大破，倒壊。 30 
４ 至る所に大破，倒壊の被害度の大きい建物が存在。 
場所によっては，大半の建物が大破，倒壊。 

10 

３ 所々 に大破，倒壊の被害度の大きい建物が存在。 
２と４の間。 

3 

２ 数は少ないが，大破，倒壊の被害度の大きい建物が存
在。小破程度のひび割れのある建物は至る所に存在。 

1 

１ 大破，倒壊の被害度の大きい建物はないが， 
小破程度の，ひび割れのある建物が存在。 

0 

０ 被害は見あたらない。 0 

表 4 周辺被災度のアンケート調査結果と筆者らによる判定 
調査地点 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 平均 筆者ら 
石岡國民小学校   1 1  8  1   2.9 3 
東勢國民小学校    1   2 5  1 3.8 4 
豊東國民中学校  1  6  2     2.1 2 
光正國民小学校  4  3       1.4 2 
霧峰國民小学校      9  2   3.2 3 
草屯國民小学校  1 1 7       1.8 2 
雙冬國民小学校  2  5       1.7 2 
南光國民小学校       1 8   3.9 4 
國姓國民小学校        7   4.0 4 
集集國民小学校    4  2 1 2   2.8 2 
中寮國民小学校          9 5.0 5 
水里國民小学校    5 1 1 1    2.4 2 
新街國民小学校 1 10         1.0 1 

 表 5 隣接建物の諸元および応答解析結果 
隣接建物名 階

数 
被害 
ランク 
R τc Cy 隣接 

被災度 
周期 
(秒) 
強震 
記録 
μ 
 

石岡國民小学校A棟 3 3 1.5 1.05 0.76 1.14 0.37 068EW 1.17 
   〃    B棟 2 3 1.5 0.70 0.69 1.04 0.30 068EW 1.49 
   〃    C棟 2 4 3.0 0.70 0.39 1.17 0.41 068NS 1.86 
   〃    D棟 1 2 0.8 0.70 0.65 0.52 0.24 068NS 0.62 
光正國民小学校A棟 2 2 0.8 1.05 0.79 0.63 0.40 052NS 0.88 
霧峰國民小学校B棟 2 2 0.8 1.05 0.76 0.61 0.16 065EW 1.23 
草屯國民小学校A棟 2 1 0.4 1.05 0.37 0.15 0.35 075EW 0.78 
雙冬國民小学校A棟 1 2 0.8 1.05 1.88 1.50 0.17 071EW 0.42 
   〃    B棟 2 0 0 1.35 1.40 (0)* 0.17 071NS 0.83 
南光國民小学校D棟 2 0 0 1.35 1.19 (0)* 0.22 074EW 0.92 
國姓國民小学校B棟 3 3 1.5 1.35 0.72 1.08 0.39 072EW 1.38 
日月潭気象台   2 4 3.0 1.05 0.98 2.94 0.44 084LG 1.90 
新街國民小学校A棟 2 1 0.4 1.05 0.74 0.30 0.38 129EW 0.79 
被害ランク：0:無被害、1:軽微、2:小破、3:中破、4:大破、5:崩壊、R:被害ラン
クに対応する変形角(%)、τc：柱の終局せん断応力度(MPa)、Cy: 建物耐力(ベー
スシア係数)、隣接被災度=R*Cy、μ：一自由度系の最大応答塑性率、強震記録の
084LGは、084NSと084EWから求めた桁行方向の地震動, *：無被害で建物耐力の
影響を考慮できないため、地震動の破壊力指標の検討対象から除いた。 



台湾では、1974年に設計用スペクトルでベースシア係数が与えら

れるようになってから1982年と1997年の2回、大きな耐震設計基

準の変更が行われている。設計用スペクトルは、いずれも本解析の

対象建物が所属する周期では一定値で与えられており、その値はRC造の場

合、台中縣、南投縣の地域係数、学校建物の用途係数を採用すると、1982年

以前は0.1、1982年から1996年は0.15、1997年以降は0.192となる。よって、

1982年以前の建物のFcを15.8 x 0.10 / 0.15 = 10.5MPa、1997年以降の建物の

Fcを15.8 x 0.192 / 0.15 = 20.2MPaとした。コンクリートの剛性はFcを基にRC

規準 32)の式から求めた。 

壁がある場合は、その材料（煉瓦、モルタル）特性が不明なので、開口が

全くない場合にのみ終局せん断応力度τwをプリズム試験体の実験結果 35)か

らコンクリートと同様、圧縮強度の1/15 (5.58 / 15 = 0.372MPa)として算入した。

このようにして設定した各建物のτc、式(1)から求めた建物耐力 Cy（ベース

シア係数）を表 5に示してある。 

被害ランクに対応する変形角は、軽微、小破、中破、大破がそれぞれ部材

損傷度Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ36)に対応するものとし 37)、部材実験 38)における部材角

と損傷度の対応39)から、軽微：0.4%、小破：0.8%、中破：1.5%、大破3%と

した。 

なお、隣接被災度において雙冬国民小学校B棟、南光國民小学校D棟の2

棟は無被害で、建物耐力の影響を考慮できないため、周辺被災度において、

日月潭気象台は周辺に建物がないため、市町村被災度において、石岡国民小

学校は、石岡郷の建物被害の多くに振動ではなく断層のずれによるものが含

まれ、光正國民小学校は、台中市の中心からはずれていて、台中市全体の地

震動を代表するとは考えにくく、日月潭気象台も、1000mを超える山の頂上

にあって魚池郷全体を代表する地震動とは考えにくいため、これらの点を解

析対象からはずした。 

隣接被災度を表5に、周辺被災度を表1および図1に、市町村被災度を表

1に示してある。3つの建物被災度のいずれも被害の大きさが甚大なものから

無被害、軽微なものまで多岐に渡っていることがわかる。 

 

３．1999年台湾集集地震による強震記録の概要  

1 章でも述べたように、建物被災度と地震動の破壊力指標の関係を検討す

るには、対象とする地震動が多様なものを含む必要がある。なぜなら、極端

な例として、検討する地震動が全て同じスペクトル特性をもっていれば、地

震応答は振幅のみに依存し、建物被害と地震動の破壊力指標の相関性に差異

が生じないからである。よってここでは、1999年台湾集集地震で得られた強

震記録を概観し、これらが多様な地震動を含むかどうか確認する。 

強震記録の諸元を表6に、加速度波形の例を図2に、弾性加速度応答スペ

クトル（減衰定数 5%）を図 3に示す。なお、今回被害調査を行った地点で

最も被害が大きかった中寮の中寮國民小学校、震源に最も近い集集國民小学

校、中寮に次ぎ、埔里、國姓と並んで被害の大きかった東勢の東勢國民小学

校の3点は、1999年12月に公開された強震記録2)には含まれていなかった。 

提供された加速度記録には、微小ながらノイズが含まれていることが指摘

されており40)、建物の地震応答解析結果に影響を及ぼす程度ではないものの、

地動最大速度を求める際に必要な加速度記録の積分においては大きな影響を

及ぼす。そこで、速度波形の基線が0 になるように記録の補正を行った 41)。

表 6における地動最大速度(PGV)の値は、補正して求めたものである。 

表6の地動最大加速度(PGA)を見ると、全11点のうち068, 065, 071, 074, 084, 

129の6点で500cm/sec2を越え、中でも084(日月潭)、129(新街)の2点はとも

表 6 強震記録の諸元 
ID 地点名 (強震計番号) 方向 PGA PGV SI JMASI V(1.0) 
068NS 石岡國民小学校 (068) NS 361.6 297.5 161.0 6.04 71.6 
068EW    〃 EW 520.5 263.9 177.9  109.1 
102NS 豊東國民中学校 (102) NS 167.0 73.3 118.2 5.69 87.3 
102EW    〃 EW 298.0 89.5 143.8  85.6 
052NS 光正國民小学校 (052) NS 428.1 206.4 262.1 6.28 143.6 052EW    〃 EW 350.2 179.1 206.3  117.3 
065NS 霧峰國民小学校 (065) NS 563.0 89.1 194.1 6.05 181.5 
065EW    〃 EW 774.5 132.5 186.7  167.3 075NS 草屯國民小学校 (075) NS 256.5 37.0 61.1 5.51 56.7 
075EW    〃 EW 325.6 116.0 104.6  50.7 
071NS 雙冬國民小学校 (071) NS 638.5 83.3 139.4 5.91 119.5 071EW    〃 EW 520.6 110.4 136.6  125.6 
074NS 南光國民小学校 (074) NS 361.5 50.1 133.7 6.04 117.4 
074EW    〃 EW 585.9 68.9 204.7  219.3 072NS 國姓國民小学校 (072) NS 367.3 68.1 135.3 5.85 140.8 
072EW    〃 EW 463.9 85.1 154.2  172.9 
084NS 日月潭気象台  (084) NS 423.9 47.3 134.3 6.47 137.6 084EW    〃 EW 981.4 129.9 392.4  424.9 
078NS 水里國民小学校 (078) NS 298.4 35.1 81.9 5.63 46.8 
078EW    〃 EW 436.8 43.6 111.5  93.8 129NS 新街國民小学校 (129) NS 605.3 53.5 111.4 5.98 86.0 
129EW    〃 EW 973.4 65.3 153.8  94.1 
PGA:地動最大加速度(cm/sec2)、PGV:地動最大速度(cm/sec)、 
SI:スペクトル強度(cm)、JMASI:気象庁計測震度、 
V(1.0): 減衰定数5%1秒速度応答(cm/sec) 
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図 3 弾性加速度スペクトル（減衰定数 5%） 



にEW成分で1g程度と非常に大きな値を記録している。地動最大速度(PGV)

を見ると、068(石岡)と052(光正)、特に068では、300cm/sec近くと非常に大

きな値を記録している。 

加速度波形（図 2）を見ると、周期特性、継続時間ともに様々なものが含

まれていることがわかる。例えば、PGAが1g程度の2記録のうち、129EW(新

街)は0.5秒以下が卓越し、最大加速度が発生しているパルスもスパイク状で

あるのに対し、084EW(日月潭)は、1 秒程度が卓越しているが、継続時間は

129EW の方が長い。被害の大きかった 065(霧峰)、074(埔里)の記録も、1秒

程度が卓越しているが、074(埔里)の継続時間は他に比べれば短い。また、非

常に大きなPGVを記録した068NS(石岡)は、片側に5秒近くに渡ってシフト

する、という特徴的な波形をしている。 

弾性加速度スペクトル（図 3）を見ても、様々な周期特性をもった地震動

が含まれていることがわかる。例えば、非常に大きな PGA を記録したもの

の、被害はほとんどなかった129(新街)は、0.5秒以下では大きな値であるが、

1 秒程度になると急激に小さな値となっているのに対して、被害の大きかっ

た065(霧峰)、074(埔里)、072(國姓)、特に084(日月潭)は、逆に１秒前後で大

きな値になっている。 

以上のように 1999年台湾集集地震で得られた強震記録はスペクトル特性

のみならず、その時刻歴においても様々なものがあり、建物被災度と地震動

の破壊力指標の関係を検討するのに必要な条件を満たしていることがわかる。 

 

４．一自由度系による地震応答解析  

ここでは、2 章の式(1)で算定した隣接建物の耐力（ベースシア係数）を

用いて一自由度系地震応答解析を行って、式(1)による簡便な耐力算定の有

効性の検証を行う。更に弾塑性応答スペクトルを作成し、5 章の地震動の

破壊力指標の検討のための弾性応答スペクトルと弾塑性応答スペクトルの

関係に関する考察を行う。 

系の耐力以外のパラメタは、弾性周期を建物重量を1.0ton/m2と仮定して
31)D値法により求めた弾性剛性から定め（表5に求めた周期を示す）、復元

力特性は Takedaモデル42)を用い（図4）、ひび割れ耐力／降伏耐力を 0.3、

降伏後の剛性／初期剛性を 0.01、除荷剛性低下指数を0.4とし、降伏点剛

性の弾性剛性に対する比は静的フレーム解析に基づき0.2とした 41)。減衰

は瞬間剛性に比例するものとし、減衰定数は 5%、柱脚は固定、数値積分

は線形加速度法を用い、時間刻みは系の弾性周期の1/50と強震記録の時間

刻みの短い方とした。入力地震動は桁行方向のものを用いた（表 5）が、

日月潭気象台は桁行方向が北東－南西の方向にずれていたので、この方向

の地震動を求めて用いた。なおここでは無被害の雙冬国民小学校B棟、南

光國民小学校D棟の 2棟も解析対象とした。 

最大応答塑性率を表 5 に、隣接建物の被害ランク（無被害:0、軽微:1、小

破:2、中破:3、大破:4、崩壊5）と最大応答塑性率の関係を図5に示す。比較

のため、建物耐力Cyを式(1)で算定した場合に加えて、Cyを 0.8（ほぼ表5

の 13棟の平均値）と一定とした場合も計算した。 

図5を見るとCy=0.8と一定とした場合には、応答解析結果は被害ランクと

全く相関が見られないが、Cy を式(1)で算定した場合には、応答解析結果と

被害ランクの間には強い相関が現れ、式(1)による簡便な耐力算定の有効性が

確認される。 

次に一自由度系を用いて、応答塑性率 2（図 5(2)から大破に対応)に収める

ために必要なベースシア係数（以下必要耐力スペクトル）を求め、弾性応答

と弾塑性応答の関係について考察する。解析仮定、パラメタは耐力を除き、

図 5を計算したものと同じである。 

必要耐力スペクトルを図 6

に示す。図3の弾性加速度ス

ペクトルと比較すると、塑性

変形によるエネルギー吸収に

より縦軸が小さくなり、塑性

化による周期の伸びのため、

短周期側にシフトしている。 

ここで、南投と霧峰におけ

る全数調査 34)43)による台湾の

RC 建物の周期に対する頻度分布

を図7に示す。階数と周期の関係

は、階高を 3mと仮定し、台湾の

1982～1997 年の耐震設計規定に

示された RC純ラーメンに対する

式 34) 

　　4/306.0 HT =  

（H：建物の軒高(m)）(2) 

を用いた。図7を見ると台湾のRC

建物の周期はそのほとんどが 0.2

～0.5秒程度に集中している。この

周期帯での必要耐力スペクトルを

見ると、塑性化による周期の伸び

のため、弾性応答スペクトルで 1

秒程度で大きな値をもつ地震動

(065, 074, 072, 084)が、大きな値に

なっている。その一方で、0.2～0.5

秒で大きな弾性応答となっていた

地震動（071, 129）は、必要耐力ス

ペクトルでは、その部分が 0.2秒

より短周期に移動してしまい、0.2～0.5 秒での値はさほどでもない。そして

これらのことは実際の被害ともほぼ対応している。従って、塑性化による伸

びを考えた周期（以下等価周期）を用いれば、弾性応答スペクトルから建物

被害を予想できると考えられ、そのためには等価周期、即ち弾性周期の何倍

程度の周期を想定すればいいのかを検討することが必要となる。 
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図 6 必要耐力スペクトル 

 

 

 

 

 

 
 
Cy：ベースシア係数，m：質量，g：重力加速度， 
k：弾性剛性，dy：降伏変位 
図 4 履歴モデルのスケルトンカーブ 
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５．建物被災度と地震動の破壊力指標の対応 

ここでは、被害調査および被害統計から求めた隣

接被災度、周辺被災度、市町村被災度の3つの建物

被災度と実際に観測された強震記録を用いて、建物

被災度を予測する地震動の破壊力指標について検討

する。 

まず、地動最大加速度(PGA)等の既往の地震動の

破壊力指標と建物被災度との対応について見てみる。

地動最大加速度(PGA)、地動最大速度(PGV)、スペク

トル強度(SI)、気象庁計測震度(JMASI)と3つの建物

被災度の関係について図8に示す（3つ建物被災度

によって検討対象が異なることに注意。例えば 084

は隣接被災度でのみ検討対象となっており、市町村

被災度で068, 052は検討対象から削除されているな

ど）。各観測点における各指標の値は表6に、建物被

災度の値は表1, 5に示してある。なおSIは、水平2

成分の大きい方とし、JMASIは、PGAに対して対数

の関係があるので、縦軸にその指数をとり、対応す

る JMASIの値は図の右縦軸内側に示してある。 

地動最大加速度と地動最大速度は、いずれの建物

被災度についてもあまり相関がよくない。スペクト

ル強度と気象庁計測震度は、隣接被災度と市町村被

災度の場合はやや相関があるように見えるが、隣接

被災度との相関は 084(日月潭)を除くとあまりなく、

気象庁計測震度では、周辺被災度で 6.0程度でも被

害が小さい所（052(光正)、129(新街)）がある一方、

大きな被害が出た 065(霧峰)、074(埔里)、072(國姓)

も 6.0前後となっているなど、既往の地震動の破壊

力指標は、建物被災度とあまり相関がよくない。 

建物被害を１つの地震動の破壊力指標で予測する

には、地震動のスペクトルを周期軸でどう重み付け

するか、ということが問題になる。PGA は短周期、

PGVは長周期に比重があり、SIは、0.1～2.5秒という広範囲、気象庁計測震

度には独自のフィルターがある。その一方で、建物被害は、地震動の性質の

みから決まるものではなく、建物の性質にも依存することは言うまでもない。

よって、建物被害を１つの指標で的確に予測するには、建物の性質を反映さ

せ、建物頻度が高い周期帯にスペクトルを重みづけすることである。 

そこで弾性応答スペクトルから地震動の破壊力指標を導くことを考える。

台湾のRC建物の頻度分布（図 7）を見ると、弾性周期0.2～0.5秒に集中し

ているが、4 章で述べたように、塑性化による周期の伸びを考慮した等価周

期を求める必要がある。 

そこで、建物被災度と弾性応答スペクトルの相関関係から等価周期を求め

ることを試みる。減衰定数5%の弾性速度応答（水平2成分の大きい方の値、

以下同じ）と建物被災度の間の相関係数を、横軸に弾性速度スペクトルの周

期をとって図9に示す（弾性加速度、変位スペクトルについても同様の検討

をしたが大きな差は見られなかった）。3つの建物被災度によってやや違いは

あるが、全体的な傾向は似ており、弾性周期の3倍程度の 0.8～1.2秒程度で

高い相関係数となる一方、弾性周期 0.2～0.5秒における相関係数は低く、建

物被害はその弾性周期ではなく、等価周期における弾性応答によって決まる

ことがわかる。よって、弾性周期の3倍程度を等価周期とすれば、弾性スペ

クトルから建物被災度を的確に予測できると考えられる。この3倍程度とい

う値は 4章の一自由度系で大破（応答塑性率2、図 5(2)参照）における周期

の伸び（ 2/2.0/1 ≒3.16倍）にほぼ対応している。 

スペクトル強度のように弾性スペクトルを基に式(3)で与えられる量Ｉを

考え、式(3)における積分範囲を変えたときの建物被災度との相関についても

調べた。減衰定数は 5%とした（スペクトル強度と同じ 20%とした場合も検

討したが、結果に大きな差は見られなかった）。 

∫= ET

ST
dTTSI )(     (3) 

ここで、S(T)：弾性加速度、速度、変位スペクトル、T：周期（秒）である。 

TSによって線を変え、TEを横軸にとって、Iと建物被災度の相関係数を周

辺被災度と弾性速度スペクトルの場合について図10に示す。弾性周期（0.2

～0.5秒）付近あるいは、弾性周期から等価周期まで積分したものより、TS , TE

とも等価周期付近の場合の相関係数が大きくなっており、建物被害が等価周

期付近の弾性応答で決まることが確認される。 

以上のことから、建物被害は建物の弾性周期における地震動の成分によっ

てまず周期が伸び、それから伸びた等価周期における成分によって生じるの

ではなく、直接、建物の等価周期の地震動の成分によって生じるとことがわ

かる。このことは、1995年兵庫県南部地震において1秒程度のパルスによっ
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図 8 地震動の破壊力指標と建物被災度の関係（図中の3桁の数字は強震計番号（表6）） 



て、弾性周期 0.5 秒以下の木造建物が大きな被害を受けたこと（このことは

解析的にも再現されている23）24)44)）や、サイン波１波のように周波数特性が

極端な場合でも建物の弾性周期のサイン波より、建物の等価周期のサイン波

が大きな地震応答をもたらすという結果 45)46)と対応している。 

例として1秒速度応答（水平2成分の大きい方とした）と建物被災度の関

係を図8に示してある。両者は既往の地震動の破壊力より、よい対応を示し

ている。よって、0.8～1.2 秒程度の弾性応答を地震動の破壊力指標として用

いれば、建物被災度をより的確に予測できる。この指標は弾性応答スペクト

ルから簡単に読みとることができ、震災後の迅速な対応に有効

と考えられる。 

等価周期を具体的に何秒程度の値を採用するかは、厳密には

その国の建物事情、即ち、建物の周期に対する頻度分布、等価

周期の弾性周期からの伸び率に依存する。即ち、ここで提案し

た地震動の破壊力指標は、台湾の建物被害を基にしており、台

湾のRC造建物は日本のそれに近いが、断面がやや細いなど全

く同じではない。 

1995 年兵庫県南部地震の際の日本建築学会近畿支部による

震度7における初動調査 47)に基づく神戸のRC建物の弾性周期

に対する頻度分布を図7に示してある。階数と周期の関係は、よく使われる

式 

HT 02.0=        （H：建物の軒高(m)）  (4) 

は、低層建物の周期を実際より短く評価するので、実在 RC造建物のデータ
48)を基に求めた式 49) 

　　65.0055.0 HT = （H：建物の軒高(m)）  (5) 

を用い、階高は 3mと仮定した。 

日本の建物が断面が太く剛性が高い反面、高層の建物の頻度が高いため（例

えば0.5秒に対応する階数は台湾が5～6階、日本が10階程度となる）、周期

に対する頻度分布は日本の場合の方が裾野が広くなっているものの、頻度の

高い周期帯は、結果的に台湾の RC建物とほぼ同じになっている。図7を基

に、台湾と神戸のRC造建物の周期の平均を求めると、それぞれ0.33秒、0.32

秒とほぼ等しくなった。 

次に、日本でのRC造建物の建物全体に占める割合は、台湾よりは少なく、

例えば、ほぼ悉皆調査に近い形で実施された日本建築学会兵庫県南部地震被

害調査WGによる調査50)によれば、木造、RC造、鉄骨造がそれぞれ約52％、

30％、17％となっている。しかし、木造建物の多くが一戸建てであるのに対

して、RC 造は集合住宅、オフィスビルなどが多く、棟数から判断されるよ

り人的被害の大きさに結びつくことを勘案すると、RC 造の占める割合は大

きくなる。 

また、全体の約半数を占める木造建物については、木造建物に大きな被害

をもたらした1995年兵庫県南部地震以降、精力的に振動実験等がなされてお

り、それらをまとめたものもあるが51)、既存建物のデータは少ない。数は少

ないが、中治、鈴木らによる2階建在来構法木造建物の常時微動測定結果52)

によれば、弾性周期の平均は0.31秒と日本および台湾のRC造建物の平均と

ほぼ同じであり、また、昭和59年の国土庁の地震被害想定調査53)によれば、

弾性周期の平均値は 0.3～0.4秒程度とこれもほぼ同じである。 

等価周期の弾性周期からの伸び率については、靱性能は日本の建物は台湾

のそれより大きいと考えられるが、台湾の RC建物の降伏点における周期の

伸びは日本の RC建物より大きく（4 章で一自由度系の降伏点剛性の弾性剛

性に対する比は静的フレーム解析から0.2とかなり小さくなった41））、両者は

相殺する関係にあるが、更なる検討が必要である。 

このように、ここで提案した指標は対象とする建物の弾性周期に対する頻

度分布と等価周期の弾性周期からの伸び率の2つの要因によって変化するが、

言い換えれば、この2つの要因さえわかれば、台湾の場合に限らず、等価周

期における弾性応答スペクトルの値から建物被害を的確に予想できる可能性

を示唆している。 

ただしこの地震動の破壊力指標は、あくまである一定の広さの地域におけ

る建物群の被害率を対象としており、高層、超高層建物、免震建物、原子炉

建屋などの頻度分布からはずれる建物の被害を予測するには、個別に解析を

行う必要があるのは言うまでもない。鉄骨造のように最大応答ではなく、累

積応答で損傷が決まる構造に対しても同様である。 

参考までにいくつかの過去の強震記録について、既往の地震動の破壊力指

標と比較して0.8, 1.0, 1.2秒の減衰定数5%弾性速度応答を表7に示す。この

指標は、葺合（1995年兵庫県南部地震）は非常に大きな値になっているのに

対し、震度6を記録しながら被害がさほどでもなかった1993年釧路沖地震、

2000年新島・神津島近海を震源とする地震あるいは鳥取県西部地震の記録は、

いずれも小さな値になっており、Sylmar（1994年Northridge地震）と埔里（1999

年台湾集集地震）は、その中間的な値になるなど、既往の地震動の破壊力指

標より実際の被害と対応している。 

ここで提案した指標は、建物の弾性周期に対する頻度分布と等価周期の概

念から予想するに難くなく、また用いた建物被災度もやや緻密さに欠けるこ

とは否めないが、地震動の破壊力指標と建物被害の相関性を、共に推定値で

はなく、実際のものを用いて検討したことに意義があると考えている。 

 

６．まとめ  

1999 年台湾集集地震で観測された強震記録と被害調査に基づく建物被害

データを用いて、建物被害を予測する地震動の破壊力指標について検討した。 

建物被害として、人命の損失に深く関わる、大きな被害を受けた建物の比

率に対応するものを対象とし、その対象範囲の広さを変えて3つの建物被災

度、即ち、強震観測点の敷地内建物の被害ランク26）に基づくもの（隣接被災

度）、周辺建物群の大破率に基づく被災度（周辺被災度）、地震計が設置して

ある市町村の被害統計1)に基づく全壊建物の比率（市町村被災度）を用いた。 

隣接被災度は対象建物数が少ないので、個別の建物耐力を考慮に入れた。

表 7 過去の強震記録における既往の地震動の破壊力指標と 
0.8～1.2 秒の減衰定数 5%弾性速度応答 

地震 地点 成分 PGA PGV SI JMASI V(0.8) V(1.0) V(1.2) 
1995年兵庫県南部 葺合 NS 0.82 130.4 359.0 6.49* 208.3 289.7 319.5 
1999年台湾集集 埔里 EW 0.58  68.9 204.7 6.04 158.9 219.3 144.5 
1994年Northridge Sylmar NS 0.84 125.7 277.5 6.20 156.0 158.9 164.3 
1993年釧路沖 釧路JMA EW 0.73  33.1 115.4 5.95*  81.7  60.6  63.7 
2000年新島・神津島近海 神津島金長 EW 0.47  38.9 100.4 5.78  99.6  74.2  59.5 
2000年鳥取県西部 境港 EW 0.76  84.7 198.0 6.01  98.6  86.7  87.9 
1940年Imperial Valley El-Centro NS 0.35  34.8  93.1 5.43  65.9  90.0  64.4 
1968年十勝沖 八戸港湾 EW 0.19  33.9  88.9 5.28  72.4  85.0  89.5 
1978年宮城県沖 東北大学 NS 0.26  41.0 117.1 5.55  71.0 149.3 131.8 
PGA: 地動最大加速度(g), PGV: 地動最大速度(cm/sec), SI: スペクトル強度(cm), JMASI: 気象
庁計測震度(*:水平2成分による値), V(?): ?秒における減衰定数5%弾性速度応答(cm/sec),  
2000 年新島・神津島近海地震の神津島金長の記録は7月1日のもの。 
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図9弾性速度応答の周期と       図10 弾性速度スペクトルの積分範囲 
建物被災度の相関係数の関係        (TS～TE)と周辺被災度の相関係数 



建物耐力は式(1)による簡便な方法を用いたが、この方法で求めた耐力を基に

一自由度系地震応答解析を行って、式(1)による耐力算定の有効性を示した。 

まず、3 つの建物被災度と地動最大加速度、地動最大速度、スペクトル強

度、気象庁計測震度の既往の地震動の破壊力指標の相関を調べた結果、これ

らの指標では建物被災度を充分に予測することができなかった。 

そこで、RC建物の弾性周期に対する頻度分布が 0.2～0.5 秒に集中してい

ること、建物が被害を受けるときに周期が伸びる（等価周期）ことから、建

物被災度と建物の弾性周期を変えた時の弾性地震応答の相関について調べた。 

その結果、弾性周期（0.2～0.5 秒程度）あるいは、弾性周期から等価周期

（弾性周期の3倍程度）まで積分したものより、等価周期における弾性応答

が建物被災度と相関が高く、0.8秒～1.2秒程度の弾性応答を用いれば、既往

のものより的確に建物被害を予測できることがわかった。 

この指標は、対象とする建物の弾性周期に対する頻度分布と等価周期の弾

性周期からの伸び率の2つの要因によって変化するが、言い換えれば、この

2 つの要因さえわかれば、台湾の場合に限らず、等価周期における弾性応答

スペクトルの値から建物被害を的確に予想できる可能性を示唆している。日

本の建物についてこの2つの要因を調べると、頻度分布はほぼ同じであった

が、周期の伸び率は更なる検討が必要である。 
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